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一般会計決算一般会計決算　　　のの状況をお知らせします状況をお知らせします
【令和 2 年度】【令和 2 年度】

◆小学校の運営

◆ごみの処理
　15,440円
◆予防接種
　2,964円

◆消防活動、議会の運営費など

38,589 円

市民１人当たり 26,034 円
25,356 円

教育費教育費 28.9 億円28.9 億円

その他その他 18.9 億円18.9 億円

衛生費衛生費 19.5 億円19.5 億円

収入と支出の重要ポイントを解説

会計 歳入 歳出 差引額
一　般　会　計 436億4,113万円 424億453万円 12億3,659万円

特

別

会

計

国民健康保険事業 79億789万円 75億7,936万円 3億2,852万円
駐車場事業 8,411万円 8,030万円 381万円
介護保険 71億2,002万円 67億9,657万円 3億2,345万円
後期高齢者医療 20億1,394万円 19億8,872万円 2,522万円

小計 171億2,598万円 164億4,496万円 6億8,101万円
合　計 607億6,711万円 588億4,950万円 19億1,760万円

区分 決算額

下水道事業

収益的収支
収入 12億1,040万円

支出 10億9,027万円

資本的収支
収入 1億5,222万円

支出 4億7,508万円

一般会計・特別会計の決算状況

決算額      436 億4,113 万円
市民１人当たり　582,620 円

歳入

市税市税 99.1 億円99.1 億円
市民税・固定資産税市民税・固定資産税
などなど
22.7％22.7％

都支出金都支出金 57.1 億円57.1 億円
都からの補助金など都からの補助金など
13.1％13.1％

地方交付税地方交付税
39.6 億円39.6 億円
地域格差をなくすため地域格差をなくすため
国が交付するお金国が交付するお金

9.1％9.1％

市債市債 32.8 億円32.8 億円
国などから借りたお金国などから借りたお金

7.5％7.5％

その他その他 55.6 億円55.6 億円
使用料・手数料など使用料・手数料など
12.7％12.7％

国庫支出金国庫支出金    
152.2 億152.2 億円円

34.9％34.9％
国からの補助金など国からの補助金など

一般会計の内訳

令和 2 年度の主要事業の執行状況
▶安全でうるおいのある暮らしができるまち

◉下宿地域市民センター改修工事
の実施 5億1,524万円

◉中学校体育館空調設備設置工事
の実施
小学校全校の実施設計を含む

1億5,791万円

◉清瀬市防災マップ・ハザードマッ
プの更新
全戸配布および音訳版の作成を含む

225万円

▶子どもたちを健やかに育むまち

◉コミュニティハウスの設置 8,901万円

◉親・子世帯近居支援事業の補助
上限額及び対象者を拡充
補助上限額を10万円から20万円。対
象者を未就学児から小学6年生以下
の子どもがいる世帯に拡充

299万円

◉インフルエンザ予防接種費助成
の対象者を拡充
予防接種助成の対象者を中学生以下
の第2子以降から第1子以降に拡充

1,421万円

▶豊かな自然と調和した住みやすく
　活気あるまち
◉商店街チャレンジ戦略支援事
業を実施
老朽化した街路灯のLED化等改修工
事を実施

1,327万円

◉清瀬中里せせらぎ緑地用地を
取得 2億4,599万円

◉東村山都市計画道路事業3・4・1
７号下清戸線の用地購入等を実施 5億7,335万円

▶新型コロナウイルス感染症対策

◉GIGAスクール 構 想 事 業 の 実
施 3億8,937万円

◉中小企業等応援給付金の支給 1億4,164万円

◉下水道使用料減免の実施 7,797万円

▶健幸でともに支え合うまち

◉生活困窮者自立支援事業の実施 6,003万円

◉胃・肺・大腸がんセット検診の定
員数及び自己負担金免除対象者の
拡充
定員数を100人から260人。自己負担
金免除対象者を55歳から50歳に拡充

2,680万円

▶都市格が高いまち

◉第1期新庁舎建設工事の竣工
建設工事（2年目） 30億1,162万円

◉松山地域市民センター1階～3階
熱交換器取替工事を実施 3,718万円

◉市公式ホームページのリニューア
ル 2,200万円

目的別歳出を市民１人当たりの経費市民１人当たりの経費に置き換えると……

◆保育園の運営
　40,816円
◆学童クラブの運営
　2,546円
◆児童センターの運営
　1,366円

◆コミュニティバスの運営
　363円

221,445 円

204,886 円

◆市が借りた市債の返済のため

土木費土木費 18.2 億円18.2 億円

◆道路の整備
　2,015円
◆公園等の管理
　5,457円

24,255 円

公債費公債費 19.1 億円19.1 億円

25,546 円

民生費民生費 165.9 億円165.9 億円

総務費総務費 153.5 億円153.5 億円

性質別歳出を家庭の家計簿家庭の家計簿に置き換えると……
収入収入（＝歳入）（＝歳入） 支出支出（＝性質別歳出）（＝性質別歳出）

■給与
（基本給＋諸手当）
・基本給（市税）
・諸手当

■家賃収入
　（使用料・手数料）
■雑収入
■貯金の引き出し
　（繰入金）
■ローン（市債）
■前月（年）から
　の繰越（繰越金）

■日常経費（人件費）
■医療費・保育費
　（扶助費）
■ローンの返済
　（公債費）
■日用品・光熱費
　（物件費）
■自治会費（補助費等）
■子どもへの仕送り

■雑費（維持補修費など）
■家の増改築費
　（普通建設事業費）
■貯金（積立金）

492,593円

132,249円
360,344円

5,440円

3,184円
27,850円

43,722円
9,831円

63,405円
145,585円

25,546円

57,338円

145,256円
42,979円

1,687円
71,997円

12,318円

358,771円

129,659円
229,112円

4,408円

6,974円
14,839円

28,525円
11,393円

424,910円 415,0７9円566,111円
9,831円16,509円

582,620円合計

61,222円
147,424円

25,148円

47,223円

38,761円
43,584円

1,059円
37,691円

12,967円

令和２年度令和２年度 令和２年度令和２年度令和元年度令和元年度 令和元年度令和元年度

（国・都支出金、地方
交付税など）

（特別会計への繰出金）

来月（年）への繰り越し

ポイント①

ポイント
①

ポイント③

ポイント②

◆ポイント①～③の詳しい解説は、右記をご覧ください。

　市財政の基本的収入である市税は、個人市民税や固定資産税の増
加などにより、昨年度より約2.2億円増収の99.1億円となりました。
市民1人当たりの納めた額は132,249円で、使われたお金は566,111
円のため、支出した額全体の
23.4％になります。
　多摩26市平均では、市民1
人 当 た り の 納 め た 額 が
172,749円で、使われた額は
502,163円のため、支出した
額全体に対して税収の占める
割合が34.4％となっていま
す。清瀬市は他市に比べ税収
が少ない状況にあり、地方交
付税や国・都からの補助金な
どで支出を賄っています。

1 人当たりの納税額と支出額	ポイント①ポイント①
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　市が行う仕事は、皆さまに納めていただいた税金をはじめ、国や都の補助金、国などからの借入金などを
もとに行われています。令和2年度の決算の状況は、行政運営の基本的な事業を行うための「一般会計」と国
民健康保険などの特別な事業を行うための「特別会計（下水道事業会計を除く）」を合わせた歳入（収入）の決
算額が、607億6,711万円、歳出（支出） の決算額が588億4,950万円となりました。ここでは、令和2年度の
一般会計でどのくらい収入があり、どのようなことに使われたのかお知らせします。
 問財政課財政係☎042-497-1810

「目的別歳出」
「性質別歳出」

	キーワードキーワード

　歳出（支出）の見
方として、使う目的
ごとに分類した「目
的別歳出」と、経済
的な性質ごとに分類
した「性質別歳出」
の2つがあります。
　目的別歳出は、ど
のような行政分野に
いくら使ったかを知
ることができます。
性質別歳出は、市の
財政運営や健全性、
市の施策を知ること
ができます。

※市民１人当たりの額は、市の決算額を人口
（74,905人、令和3年１月１日現在）で割って算出
しています。

　道路の整備、公共施設の改修などには多額の経費が必要であるた
め、国や都、銀行などから市債として借り入れをしています。令和
2年度は新庁舎建設工事や下宿地域市民センター耐震改修事業、臨
時財政対策債などのために、総額で32億７,500万円の市債を発行し
ました。
　令和2年度末の市債の残高は右
表のとおりで、全体では市民1人
当たり284,837円となっています。
また、市の貯金である基金は、取
り崩し 額 が 積 み 立 て 額 を10億
4,920万 円 上 回り、残 高 は34億
9,396万円となりましたが、市民1
人当たりでは46,645円で、26市
平均の89,401円と比べると低い水
準となっています。公共施設の整
備のほか、社会保障費など経常経
費の増額に対応するため、今後も
積極的に基金への積み立てを行う
必要があります。

一般会計の借金は 213 億 3,5７0 万円	ポイント②ポイント②
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基金と市債の残高の推移
各種基金残高（左目盛り）
市債借入残高（右目盛り）

36.036.0 34.934.9
39.739.7 41.141.1

45.445.4 45.445.4

189.5189.5

186.8186.8
190.3190.3

195.2195.2
198.8198.8 213.3213.3

※表示単位未満を切り捨てしているため、各数値の合計等が一致しない場合があります。
※資本的収支に係る収入不足額3億2,286万円は、当年度分損益勘定留保資金等
で補填しました。

　8,912円
◆中学校の運営
　6,526円
◆図書館の運営
　3,445円 

決算額 424 億453 万円 市民 1 人当たり 566,111 円
歳出

目的別歳出目的別歳出 性質別歳出性質別歳出

民生費民生費  165.9 億円165.9 億円
福祉などにかかる費用福祉などにかかる費用

39.1％39.1％教育費教育費
28.9 億円28.9 億円
教育活動にかかる費用教育活動にかかる費用

6.8％6.8％

公債費公債費 19.1 億円19.1 億円
市債（借金）返済に市債（借金）返済に
かかる費用かかる費用 4.5％4.5％

その他その他
18.9 億円18.9 億円
4.5％4.5％

人件費人件費 47.5 億円47.5 億円
職員の給与、社職員の給与、社
会保険料など会保険料など 11.2％11.2％

物件費物件費 42.9 億円42.9 億円
物品の購入、光熱水物品の購入、光熱水
費、委託料など費、委託料など10.1％10.1％

扶助費扶助費
109.1 億円109.1 億円
福祉などの手当・福祉などの手当・
給付にかかる費用給付にかかる費用
25.7％25.7％

補助費等補助費等
108.8 億円108.8 億円市民団体への市民団体への

補助金など補助金など25.7％25.7％

4.5％4.5％

公債費公債費 19.1 億円19.1 億円
市債（借金）の返済市債（借金）の返済
にかかる費用にかかる費用繰出金繰出金 32.2 億円32.2 億円

一般会計から特別会計一般会計から特別会計
に繰り出されるお金に繰り出されるお金
7.6％7.6％

普通建設事業費普通建設事業費
53.9 億円53.9 億円
公共施設の工事な公共施設の工事な
どにかかる費用どにかかる費用

12.7％12.7％

その他その他
10.5 億円10.5 億円
2.5％2.5％

土木費土木費
18.2 億円18.2 億円
道路・公園の整備道路・公園の整備
にかかる費用にかかる費用

4.3％4.3％
衛生費衛生費 19.5 億円19.5 億円
健康、環境保全、健康、環境保全、
ごみの処理などごみの処理など
にかかる費用にかかる費用

4.6％4.6％

総務費総務費  153.5 億円153.5 億円
市役所の運営など市役所の運営など

36.2％36.2％

合計

　計画に基づいた行財政改革を着実に推進するなど、効率的な行政
運営に努めています。しかしながら、高齢化の進展などに伴う扶助
費の増加により、義務的経費（支出が義務付けられているお金で、
人件費、扶助費、公債費を合わせたもの）は近年増加傾向にあります。
　義務的経費は、令
和元年度と比較して、
会計年度任用職員制
度の導入などの人件
費が増加したことに
より、約1.2億円増額
しました。この義務
的経費の増加が、市
の財政課題となって
います。

義務的経費は増	ポイント③ポイント③
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義務的経費と職員数の推移

職員数（左目盛り）
義務的経費（右目盛り）

※職員数は各年度の４月１日現在です。
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